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気候変化に関する国際的取組の推移
 ―科学的コンセンサス形成から気候変動枠組条約成立まで―
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1.	はじめに
　気候変動枠組条約UNFCCCのテキストは「地球の気候の変動及びその悪影響が人類の共通
の関心事である（環境省訳（1））（Acknowledging	that	change	 in	the	Earth’s	climate	and	 its	
adverse	effects	are	a	common	concern	of	humankind），」で始まる。UNFCCCでは条約起草
過程で気候変化を「common	concern	of	humankind」とフレーミングし、気候変化へアプロー
チした。ここでは、そのUNFCCC成立に至るまでの経緯、すなわち、気候変化というグロー
バルな科学的課題がどのように国際的に議論され、共通認識を獲得し、国連総会のアジェンダ
となっていったか、について気候変化に関連する国際会議（世界気象機関WMO、国連環境計
画UNEP、国連総会UNGA、国際科学会議ICSU、その他）の資料に基づき概観する。
UNFCCCの国際交渉過程や法的側面には触れない。なお、climate	changeは一般に気候変動と
和訳されることが多いが、ここでは気候変化の用語を使用する。また、関連資料の引用につい
ては、引用個所を「　」で示し、同一資料で複数個所引用する場合は文中に引用資料の該当
ページ等を（　）で示した。なお、資料はすべて英文であり、「　」内の引用文は著者による
訳である。注目すべき用語には下線を付した。
　着目する期間は国際的レベルで気候変化研究のアセスメントが組織的に行われ始めた第 1 回
世界気候会議（1979年）前後からUNGAでUNFCCC交渉開始が採択された1990年前後までの
期間とした。ここで着目した主要な国際会議を表１に示す。

表1 気候変化に関わる主要な国際会議の流れ 
会議名（主催） 

1979 年 

1980 年 

1985 年 

World Climate Conference, A Conference of Experts on Climate and Mankind, 
Geneva（12-23 February） 

（Villach -Ⅰ会議）,  Joint  WMO / lCSU / UNEP  Meeting  of  Experts  on  The
 Assessment of The Role of CO₂ on Climate Variations and Their Impact, Villach, 
Austria（17-21 November）

（Villach -Ⅱ会議）    Joint  UNEP / WMO / ICSU  International Conference on The
 Assessment of The Role Carbon Dioxide and Other Greenhouse Gases in 
Climate Variations and Associated Impacts, Villach, Austria（9-15 October）
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2.	科学的コンセンサスの形成

2.1	第1回世界気候会議（WCC-1	またはFWCC）（1979年）（気候と人類に関する専門家会議）

　これは初めて気候変化に関する国際レベルでの会議であり、WMO及びUNEPにより1979
年 2 月に開催された。世界気候会議の内容は804 ページにわたるプロシーディングにまとめら
れている（2）。主要点を引用しながら、会議報告書の概要を述べる。この会議の主な目的は以下
の２つである（p.7）。

（a）	自然及び人為的原因に基づく気候変化（change）及び変動（variations）に関する知識を総括
　すること

（b）	将来の気候変化及び変動及びその人間活動への影響を評価すること
　会議は2つのフェーズで進行した。第１週は気候及び気候変化・変動と人間との間の相互作
用に関する現状に関する論文発表が中心であり、350名の専門家が参加した。第２週は招待さ
れた専門家約120名が参加し、第1週での結果を受けた議論や国際的行動のためのリコメンデー
ション作成がなされた。
　発表論文は４つの分野に区分されプロシーディングのなかにまとめられている（p15－p.691）：
気候と公共政策；気候を支配するグローバルシステム；人間の及ぼす気候システムへの影響；
気候の人間に及ぼす影響（水資源、人の健康、農業、土地利用、森林、漁業及び沿岸開発、世
界経済）。
　気候変化とその影響については次のようにまとめられている（p.714）。「化石燃料燃焼、森
林伐採、及び土地利用変化は過去1世紀の間に大気中CO2の量を15%増加させ、現在、年あた
り約 0.4%増加している。将来は増加する可能性がある。CO2は地球大気の温度を決定する基
本的役割を果たし、大気中CO2の量の増加は低層大気、特に高緯度において緩やかな温暖化に
寄与する可能性がある。変化のパターンは温度、雨、他の気象学的パラメータの分布に影響を
及ぼす可能性があるが、変化の詳細はなお理解が不十分である。」
　この会議は、最初の気候変化に関する国際的な専門家によるアセスメントであり、気候変化
及びその影響に関する様々な現状知見や将来展望がまとめられた。この会議は特に、世界気候

1987 年 

1987 年 

1988 年 

1988 年 

1989 年 

1990 年 
1992 年 

環境と開発世界委員会 WCED, Brundtland Report entitled: Our Common Future, 
UN General Assembly, Resolution A/Res/42/427: Development and International 
Economic Co-operation: Environment（4 August 1987）

（Villach/Bellagio 会議）， Developing Policies For Responding to Climatic  Change,
 Villach（28 September - 2 October 1987）/Bellagio（9 -13 November）
The Changing Atmosphere: Implications for Security, Toronto, Ontario, Canada

（27-30 June）
UN General Assembly, Resolution A/RES/43/53:  Protection of global climate for 
present and future generations of mankind, Geneva（6 December 1988）
The Ministerial Conference on Atmospheric Pollution and Climatic Change, 
Noordwijk, Netherlands （6 - 7 November）
The Second World Climate Conference（29 October -7 November）
United Nations Conference on Environment and Development, Rio de Janeiro, 
Brazil （ 3 -14 June）
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プログラムWCP（World	Climate	Programe）の設立に大きく寄与した。これは会議のリコメン
デ―ションにおいても示されている。会議の結論とリコメンデ―ションは概略以下である

（page	715）。WCPは長期的な国際的気候研究を行う世界的プログラムであり、４つのプログ
ラムから構成される：The	World	Climate	Research	Programme（WCRP）；The	World	Climate	
Applications	 Programme（WCAP）；The	World	Climate	 Impact	 Studies	 Programme	

（WCIP）；The	World	Climate	Data	Programme（WCDP）。目的は、将来の潜在的な気候変化
を予測する手段の提供、人間活動すべての面の計画及びマネジメントに対する気候データ及び
知識の適用に関する支援であり、このためには前例のない規模での国家及び国際的レベルの学
際的努力が必要であるとしている。このWCC-1でWCPの設立が支持されたことが一つの成果
であり、第８回WMO会議で設立が採択された（3）。
　この会議は気候変化の物理学的基礎に焦点をあてたものであり、アカデミックな性格が濃い
ものであった。しかも、他の学際的分野からの寄与は薄く、限られたアカデミックサークルの
領域にとどまり、それを超えて気候問題の認識を高めるに至らなかった（4）。
　一方、WCC-1の組織運営の形態は、その後の会議のひな形となった。「オーガナイザーは会
議前に参加者に、会議レビュー論文のセットを回送し、論文は議論、さらに改定された。そし
て1979 年 50 ヵ国から集まった 300 名以上の参加者がレビュー論文を検討し、最終的に結論を
勧告する」という形態である（5）。ここではコンセンサス形成の効果的な手続きが形成された。

2.2	Villach -Ⅰ会議（1980年）（気候変動及びその影響へのCO2の役割に関するWMO/lCSU/
UNEP	合同専門家会議）

　この会議はWMO/ICSU/UNEPが主催、WCPが後援し、Villachで開催された。
　会議の議長はBert	Bolin（WCC-1に参加。のちに初代IPCC議長）であり、グローバルな気
候変化に関わるトップクラスの物理学者、化学者、気象学者、地質学者や他の学際的研究者た
ちが参加した。前年のWCC-1に比べると参加者はかなり絞られ、会議の目的は主催者や政策
策定者向きに既存の研究成果をアセスメント・総合化することであった。
　CO2 問題に関するアセスメントの内容は会議報告書（全 40 ページ）（6）で参考文献を付したダ
イジェスト版としてそれぞれまとめられている。
		結論及びリコメンデーションでは、「CO2由来の気候変化は大きな環境問題である。技術開発
及び資源管理に基づく化石燃料の将来消費予測シナリオでは大気中CO2濃度が増加し、次世紀
の最初の10 年に著しい気候変化を引き起こすかもしれない。そのインパクトはグローバルで
あり世界の国による共同研究が必要である。」と国際的研究の必要性が強調されている（p.27）。
　必要な研究については会議声明文において5つの研究領域が展望されている：１.	次世紀に
おける化石燃料消費予測；２.	次世紀における地球の生物圏(特に森林から農地への転換)の利
用形態予測；３.	炭素サイクルの解明及び大気、海洋及び生物圏への二酸化炭素の配分の定量
化；４.	大気中二酸化炭素の増加に対する気候の応答；５.	気候変化の影響（p.2－p.3）。
　研究の必要性は気候影響の予測の不確実性とも関係し、会議声明文で、「深刻な影響が現実
化する確率は大きく、問題を明らかにして、不確実性を減らすには国際的約束の下での研究協
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力プログラムが必要であり、それによって問題の次元及び時間スケールが信頼性をもって確認
できる」と述べられている。そして、「不確実性を処理し、インパクトに対する行動計画準備
のためには国際的・学際的な研究によるインパクトシナリオの作成が必要であり、科学的基礎
を堅固にするために、早急にここで提案した研究に取り掛かることが政府間行動として必要不
可欠である」と述べている（p.3）。
　一方、政策提案は「現状の知見は不確実性が多いため、大気中CO2のレベルあるいは社会へ
のインパクトを抑制する政策の策定は時期尚早である」と慎重なまとめとなっている（p.28）。
　この会議は前述のWCC-1と同様に学術的色彩が濃いものであった。しかし、CO2 問題に対
処するには科学的研究が緊急を要する重要な要因であると合意されているとともに、将来の政
策策定を行うには堅固な科学的基盤が必要である、と政策に対する「科学の位置づけ」を強く
示した（p.3）。	

2.3	Villach	–Ⅱ	会議	（1985年）（気候変化及びその影響におけるCO2及び他の温室効果ガスのア
セスメントに関するUNEP/WMO/ICSU	合同国際会議）

　この会議はVillach–Ⅰ会議（1980年）を受けて開催され、29 ヵ国（途上国も含め）から89名
が参加した。会議内容はWMO報告書としてまとめられている（7）。
　会議の開催動機についてはJames	Dooge（国際科学会議ICSU（International	Council	 for	
Science））が声明文の中で「1980年Villach-Ⅰ会議の結論の基づき、３団体（UNEP/WMO/
ICSU）に、今回の会議を開催して、CO2問題の研究を深めなお一層詳細な権威あるアセスメ
ントを行うことを促した」と述べている（p.17）。
　議長J.	Bruceは会議でなすべきことは、「（1）CO2 及び放射活性気体の増加、科学的知識及び
物理的及び社会・経済的インパクトに関する現状知識に関するコンセンサスを進めること、並
びに（2）科学的コンセンサスを基に諸国家及び国際機関による行動に関する適切なリコメンデ
―ションを提示すること」と２つの課題を述べている（p.7）。すなわち、気候変化に関する科
学的コンセンサスの形成及びそれを基礎にした国際的政策提案とVillach-Ⅰで確認された成果
を現実化することである。このことは、報告書の声明文の中で、Mostafa	Tolba（Executive	
Director	UNEP）、James	Dooge（ICSU）やThomas	F.Malone（米国NRC	Board	on	Atmospheric	
Science	and	Climate議長）も報告書の声明文の中で会議の方向性として明示している。
　Mostafa	Tolba	は科学コミュニティーの方向性について「概略予想された気候変化の程度は
想像を凌ぐほど甚大な社会的経済的影響を及ぼすことなる。科学コミュニティーで求められる
ものは行動のためのアジェンダである」と述べた。James	Doogeは、「会議の課題は科学的事
実に関する信頼すべきステートメントを作成して、国家レベルかつ国際レベルでの必要な政策
を策定する正当な基礎及び適切なガイドラインへの最初のアプローチを提供する」と政策提示
志向の方向性を示した（p.17）。Thomas	F.	Maloneは、「過去10年間に問題の認識は、政府部
門及び科学者のコミュニティの中で熟した。オゾン層保護のためのVienna条約（1983年成立）
のように、温室効果ガス、気候変化及びエネルギーに関する条約をフレーミングする仕事を開
始するべき時が来た」と条約策定にまで踏み込んだ野心的な方向性を示した（p.32，33）。
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　この会議の成果は、その後の気候変化に関する国際会議における議論の基礎になっているこ
とから、主要な科学的コンセンサスの概略を以下に示す（p.2，3）。
・	CO2をはじめとする温室効果ガス（（CO2），亜酸化窒素nitrous	oxide（N2O），メタンmethane
（CH4），オゾンozone（03）及び	クロロフルオロカーボン類（CFC））が増加し、地球の気候に
影響する。

・	CO2 以外の温室効果ガスの役割はCO2と同様に重要。両者を合わせた大気中濃度は早ければ
2030年ころにCO2濃度相当濃度で２倍になる。

・	気候システムに関する大気循環モデルを用いた最新の実験では、大気中CO2濃度が２倍ある
いは２倍相当、になるときの全球平均平衡表面温度は1.5℃から4.5℃。かく示す変化の実現
は海洋の慣性によって遅くなる。

・	エアロゾル濃度のような他の要因、太陽エネルギー入射量の変化、及び植生の変化が気候に
影響する。一方、温室効果ガスが次世紀に気候変化の最も重要な要因となる可能性がある。

・	地域規模の気候変化には確信のあるモデルはない。地球平均と地域の違いは温暖化が高緯度
地域では熱帯に比べ晩秋及び冬に大きい；年平均表層水は高緯度地域で増加する；夏の干ば
つは北半球の大陸の中緯度地域	で頻繁になる。熱帯地域では全球平均温度上昇よりも低い
と期待される。

・	今世紀の始めから観測されている変化に基づく推定では1.5°C	から	4.5°Cの変化は20cmか
ら140cmの海水面上昇を引き起こす。南極西部の氷床の著しい融解は将来のいつか、さら
に大きな海面上昇を引き起こすが次世紀とは推定されない。	

・	厳密に科学的に原因はこれだけとみなすことはできないが、観測値に基づく過去 100 年間の
全球平均温度上昇が0.3°Cから0.7°Cの原因はCO2及び他の温室効果ガスの観測された増加
にあると考えられる	。

・	過去の気候変化の影響に関する証拠に基づくと、大気中CO2 濃度が２倍になるときの気候モ
デルから得られた将来の気候変化の大きさは地球のエコシステム、農業、水資源及び海氷に
深刻な影響を及ぼす。

　　こうした知見に基づき、会議は以下の5つの行動をリコメンデ―ションしている（p.3，4）。
（1）		諸政府及び地域の政府機関は社会及び経済発展、環境プログラム及び相対的に活発なガス

の排出抑制に関する政策において本アセスメント（Villach	1985）を考慮すべきである。
（2）	本会議関連書類の世界的流布を含め、温室効果ガス、気候変化及び海面上昇の問題に関

し、国際機関及び諸政府は公衆への周知に努力する。
（3）	地球規模及び地域規模での降水及び温度パターンの変化に関する予測には不確実性があ

る。生態系の反応の知見にも不完全性がある。しかし、温室効果の疑問に関する理解は十
分に進んでおり、科学者及び政策立案者は力を合わせて代替となる政策および調整の効果
を求めていくべき努力、すなわち、協力のために必要な方策の設計をすることである（以
下）。

　（ⅰ）	温室効果ガス及び気候変化に関する研究支援増加、重要な未解決課題に焦点。優先的
３項目（省略）。

　（ⅱ）政策及び経済オプション分析の支援増加
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　		　　	このアセスメントにおいて気候変化に対する広範囲の適応及び緩和のための社会的対
応が特定、分析及び評価された。すぐさま様々な可能な手を打つべきである。その候
補地域としてアマゾン盆地、ザンベジ盆地及び北米五大湖があげられる。

（4）政府及び財務機関の強力な支援が望ましい事項：
　（ⅰ）	モニタリング及び現状のモデル（CO2にエアロゾルを含む放射に重要な大気組成、太

陽放射、海面レベル）を用いた解明
　（ⅱ）過去の気候及び環境の研究及び解明。特に大気、海洋及び生態系の相互作用
　（ⅲ）	大気組成、変化する気候及び極端気象の亜熱帯及び熱帯生態系、寒帯林及び水環境に

及ぼす影響
　（ⅳ）	地球規模の農業リソースベースの感度の研究：a.	大気中CO2及び他の温室効果ガス濃

度増加の直接影響、b.	気候変化の影響、c.	これらの組合せの影響
　（ⅴ）海面上昇の社会的及び経済的インパクト
　（ⅵ）深刻な温暖化によるリスクの下での政策立案手順の分析

（5）	UNEP/WMO/ICSUは、以下のために温室効果ガスに関する作業部会を設立するか他の
方策を講じることが望ましい：ⅰ.	Villach会議（1985 年）の推奨案のフォロー；ⅱ.	科学的
理解及び実施事項の定期見直し；ⅲ.	国及び国際レベルで必要なメカニズム及び行動に関
するアドバイス；ⅳ.	途上国におけるエネルギー効率及び節約の研究推進；ⅴ.	必要な場
合には、グローバルな条約の考慮を開始する。

　なお、この会議のリコメンデ―ション（p.4,）をフォローアップするために1986 年に温室効
果ガスに関するアドバイザリーグループAGGG（Advisory	Group	on	Greenhouse	Gases）が
設立された（8）。目的は（1）隔年ごとに温室効果ガスに関する国際的及び地域的研究をレビュー
すること及び（2）温室効果ガスの増加速度及び増加による影響の定期的アセスメントを行うこ
とである。メンバーとして	Bert	Bolin（Sweden）をはじめ、米国、旧ソ連などの著名な科学者
から構成された。
　なお、このVillach -Ⅱ会議の成果は、SCOPE（Scientific	Committee	on	Problems	of	 the	
Environments：非政府機関ICSUで1969年に設立）から「SCOPE	29（1986 年）（9）」として出
版された。SCOPE	29 プロジェクトは1983 年に始まり2 年をかけて完成され、Villach -Ⅱ会議
の議論のバックグランド資料として提供されたものである。SCOPE	29の出版は、学術サーク
ルの領域内にとどまっていた気候変化・気候変化の影響・その脅威に関する情報を広く一般に
公開することに貢献した。

3.	気候変化問題の新たなフレーミング　― 科学から政治へ	―	

3.1	Brundtland	報告書（1987年）（The	Report	of	the	World	Commission	on	Environment	and	
Development,	entitled	“Our	Common	Future”）

　この報告書は、第 38 回国連総会決議（1983 年）（10）に基づいて作成され、1987 年に発表され
た（11）。
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　報告書の中で気候変化はエネルギー使用に関する環境問題として第 7 章で取り上げられてい
る。そこでは気候変化とその影響についてリコメンデーションを含めVillach会議（1985 年）
の結果を引用した記述がなされている（Chapter	7,	para	24 -24）。
　気候変化（温暖化）は、第 12 章においても述べられているが、気候変化は次に示す新たな
概念でフレーミング（12）されている。「環境の安全保障への脅威（Environmental	 threats	to	
security）は今日グローバルな規模で顕現し始めている。なかでも、最も懸念すべきは、大気
中CO2 及びその他の温室効果ガスが引き起こす可能性のある地球の温暖化である（Chapter	
11,	para	15.）」。気候変化は環境の安全保障への脅威であると述べられている。
　さらに安全保障（security）に関して、従来の軍事的安全保障を拡大した、いわば再定義が
なされている。「安全保障と持続可能な発展との相互関係を見直すために、なお一層満足し得
るベースを作る第一歩は我々のビジョンを拡げることである。紛争は国家主権に対する政治的
及び軍事的脅威のみによるものではない；脅威は環境悪化及び開発オプションの先買（pre-
emption）によっても引き起される（Chapter	11,	para	37）」。このように軍事的政治的安全保
障の視点を拡げ、環境の脅威という観点から安全保障の再定義がなされている。
　報告書はさらにその脅威に対する解決方法にも触れている。環境不安（insecurity）に対して
は非軍事的解決方法が存在する。しかも現在の戦争はそれ自身大きな国際的に共有する環境被
害を創り出す。加えて、国家主権の考え方は、経済、環境及び安全保障の領域において相互依
存という事実によって根本的に変更されてきている。国際公共財（global	commons）はいかな
る国家の中心からも管理できない。国家は共有するエコシステムへの脅威に対処するには不十
分である。「環境安全保障（environmental	security）」への脅威は共同マネジメントならびに
多国間手続き及びメカニズムによってのみ対処できる（Chapter	11,	para	38）。」
　環境は国際公共財であることが示唆され、環境安全保障のためには、各国が、ある目標とす
る健全な環境を安定した状態で維持するには長期的に歩調を合わせた行動の義務が生じるとい
う、法的な枠組み要求も示唆される。
　こうした気候変化を環境安全保障への脅威とするフレーミングは、政治的取組を明示し、安
全保障のアプローチはToronto	会議（1988年）に引き継がれている。

3.2	Villach/Bellagio	ワークショップ（1987年）（気候変化に取組むための政策策定）
　
　この会議の役目はVillach -Ⅱ会議の成果を基に、気候変化に関する政策策定のリコメンデー
ションを強化し、Toronto会議（1988年）のリコメンデーションの基礎を提供することである。
　会議の成果はWMO/TD資料にまとめられている（13）。以下の記述はこの資料による。
　この会議は開催時期の異なる２つのワークショップから構成された。第 1 回のワークショッ
プ（９月28日～ 10月２日，Villach）では約50名の科学者及び技術者が参加し、大気中温室効
果ガス濃度の増加が次世紀にどのように地球の様々な地域に影響を及ぼすかについて検討がな
された。気候変化を防止（limitation）あるいは適応のための技術的、財政的及び制度的オプ
ションについても議論がなされた。第２回のワークショップ（11 月９日～13 日，Bellagio）には
24名が参加し、Villachワークショップの技術資料に基づき、短期的にはどのような政策措置
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が考えられ、その措置を達成するにはどのような制度的アレンジメントが必要かが検討された。
結果は17項目にまとめられた。概要を以下に示す。	なお、科学的コンセンサス、気候変化シ
ナリオ、及び地域別気候影響に関する要旨は省略する。
　気候変化への対応策については、２つの戦略的アプローチ（適応と防止）が議論された（要
旨13. ～ 16.）。この会議では科学的知見を政策オプションとして展開できるような言葉に翻訳
がなされている。最も興味深い点は、気候変化の防止ツール（長期的環境目標）の導入であ
る。長期的環境目標として気温上昇速度あるいは海面変化速度は極めて有益な防止ツールであ
るとしている。環境目標を、歴史的に観測された気温あるいは海面の変化速度及び予測される
生態系及び社会影響に基づき設定し、その変化速度を目標とすれば、温室効果ガスの排出目標
に翻訳し規制目的として使うことができることが述べられている（p.21）。
　さらに、人口増加と経済成長の調和条件の下で温室効果ガス抑制のための5つの政策オプ
ションを描き、気候変化の防止及び適応をいつ始めるかタイミングについても検討がされた。
　気候変化に対する優先的長期行動も以下に示すように具体的にまとめられた（要旨17.）：	
－オゾン層破壊物質に関するモントリオール議定書の承認と実施
－	需要側のエネルギー高効率達成を目的とする長期エネルギー戦略の再検討。非化石燃料によ

るエネルギーシステム開発の強化
－森林伐採の減少及び植林地域の増加のための対策の強力な支援
－非CO2温室効果ガス類の大気中増加を抑制する対策の策定及び実施
－海水面レベル上昇に脆弱な地域の特定、海洋近くの設備計画は海水面上昇を考慮
－	国家及び国際レベルでの温室効果問題に関する政策研究、グローバルモニタリング活動及び

政策志向の科学的研究の支援及び調整
－	1988年にWMO及びUNEPにより構成されることになっている政府間メカニズムを含め、

大気を国際公共財とする法律に関する合意の必要性もしくはオゾン層の場合に策定した流れ
に沿う条約に向けた動きの必要性を検討

－	Toronto会議（1988年 6月）及び第2回世界気候会議（1990年	春）を含む次の会議において
本報告書のリコメンデーションを考慮及び展開

　ワークショップの成果は、気候変化とその影響に関する科学的コンセンサスの強化、これ
に基づく気候変化低減/防止の様々な政策オプションとして具体的かつ詳細にまとめられた。
中でも特徴的なのは、温室効果ガス削減のための、長期的目標、タイムテーブル、シナリオ及
びコスト評価が示されたことであり、政策提案が具体的に強調されている。さらに、WMO及
びUNEPで構成する政府間メカニズム、すなわち、気候変動に関する政府間パネルIPCC

（Intergovernmental	panel	on	Climate	Change）も示唆されている。大気を国際公共財と言及
し、オゾン層に関するウィーン条約やモントリオール議定書のような法的拘束力を持つ国際条
約の必要性検討にも言及している。
　このワークショップの成果はToronto会議への大きな橋渡しの役割を担うものであった。
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3.3	社会的関心を高めた出来事

　気候変化に対する社会的関心を高める大きな出来事がいくつかあった。オゾンホール発見
（1987 年）（14）、オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書採択（1987 年）（15）、J.	
Hansen（Goddard	Institute	 for	Space	Studies,	NASA）のGlobal	change」に関する議会審問
（1988年）（16）。そのNYタイムズ記事「Global	Warming	Has	Begun,	Expert	Tells	Senate」（17）。
　また、1980年代は東西冷戦の緊張の時代であり、核兵器の生産が続きその使用が計画され
た時期であった。1988 年国に国連総会は、核戦争が人類にもたらす帰結に関する報告書（18）は
現在の科学的根拠に基づき、核戦争は戦闘員非戦闘員ともども未曽有の破局をもたらす、すな
わち、核の冬理論（19）（核戦争は惑星規模での不可逆な気候変化を引き起こす。地表に太陽光
は到達せず氷河期をもたらす）が受け入れられるものであることを明示した（20）。
気候変化はすでに社会的に大きな関心事となっていたことは想像に難くない。

3.4	Toronto	会議（1988	年）	― 気候変化は環境安全保障への脅威	―

	 	この会議はノルウェイ首相Gro	Brundtland（前述Brundtland	報告書の議長）及び他の環境
意識の高い世界的リーダーたちの支援を得て開催された（21）。
　会議には46 ヵ国から340名（政治家、外交官、政府関係者、科学者、社会科学者、環境活
動家など）が参加した。会議ディレクター Howard	L.	Fergusonは会議のプロシーディング

「変わる大気：地球の安全保障のための含意The	Changing	Atmosphere:	 Implications	 for	
Global	Security -Conference	Proceedings（22）」 の 前 書 き の 冒 頭 でBrundland報 告 書「Our	
Common	Future」（11）の一節「地球が生命を支える能力が人類の影響によって著しく脅かされ
ている」を引用し、今や人類が地球環境の脅威となっていることを述べ、これが会議の主要
テーマとなった（p.ⅻ）。
　会議の声明文は次のように始まっている。「人類は意図せず、制御不可能な、グローバルに
拡大する試みを行っており、その究極の結果はグローバルな核戦争に次ぐ２番目のものとなる
やもしれない。地球の大気は人間活動、非効率的かつ無駄の多い化石燃料の使用並びに多くの
地域での急速な人口増加の影響に起源する汚染物質によっていまだかつてない速さで変化して
いる。これらの変化は国際安全保障（international	security）への大きな脅威を表し、すでに
地上の多くの地域にわたり有害な結果をもたらしている（p.292）」。
　この声明文から明らかなように、Toronto会議では気候変化に関するフレーミングがシフト
し、気候変化は、オゾン層破壊並びに有害化学物質及び酸性物質の広域越境輸送を含めた地球
大気の変化にシフトした。そしてここでの問題は、「継続する地球大気の変化は、地球の安全
保障（global	security）、世界経済、及び自然環境への脅威である」と認識されている。地球大
気の変化には、温室効果ガスのヒートトラップが引き起こす気候温暖化、海面上昇、降水量パ
ターン変化及び極端気候の頻度変化、オゾン層破壊、有害化学物質及び酸性化物質の広域越境
輸送が対象として含まれている（p.292）。
　予測不可能なかつ予想外の気候変化及び他の大気の変化は、国際安全保障及び将来のグロー
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バル経済にとって大きな非軍事的脅威であり、食糧の安全保障に対する脅威でもあるとしてい
る。さらに、先進国責任が指摘され、「先進諸国が温室効果ガスの主要源であり、世界のコ
ミュニティに対して、気候変化の問題への対処に取組む責任がある」としている（p.296）。大
気の変化を国際安全保障の脅威とフレーミングすることで世界コミュニティが協力して対処す
る責任あるいは義務があるという法的枠組みが示唆される。さらに、共通だが差異ある責任も
すでに明示されている。
　深刻な大気変化の問題に対処するため、この会議では多くの行動計画が提示された。メッ
セージが向けられた対象はVillach–Ⅱ会議と異なり、政府、国連及びその専門機関、他の国際
機関、非政府機関、産業、教育機関及び個人に対して呼び掛けている。
　特記すべき事項として、温室効果ガスの具体的な削減目標（直接的あるいは間接的）に言及
した法的枠組みが提案された。Villach/Bellagio	Workshop（1987 年）のリコメンデーションを
一歩踏み出し数値的目標が提案された。「政府及び産業界の行動として、最初の目標は2005 年
までにCO2の排出を1988 年比で約20%削減すること」、また「エネルギー効率を2005年まで
に1988 年比で10%改善すること」である。この削減目標については、後述するNoordwijk	会
議にも影響し、そこで、IPCCに対し2005年までに1988年レベルの20%削減のフィージビリティ
実施の旨を明示している。
　国連メンバー国、非政府組織及び関連する国際団体に対しては、大気保護に関する議定書の
ための枠組みとして包括的なグローバル条約の策定を開始することが提案された。加えて、世
界大気ファンドの創設、IPCCの作業の支援、その他途上国への技術移転・技術協力、森林伐
採・植林、NGOの支援、環境教育などにも言及している（p.298）。
　加えて、この会議以降に開催予定の国際会議（Noordwijk会議（1989年）、第２回世界気候
会議（1989年）など）において行動すべきことが促された。
　会議情報の流布についても強調され、1988 年秋に発行予定の本会議の声明文、グループ報
告書及びプロシーディング（22）はすべての国家や関連する課題に取組む会議・イベントなどで
必ず入手可能にすることまで示され、情報を広く一般に提供する努力が強調されている。
　Toronto会議では、気候変化は大気の変化あるいは食糧及び経済安全保障の脅威とフレーミ
ングされ、大気保護のための国際条約の必要性、温暖化抑制ための具体的な数値目標が提案さ
れ、気候変化対処のための政策提言に主点が置かれた会議であった。

4.	国際的取組の形成

4.1	第43回国連総会（1988年）―	IPCCの設立が採択	―	

　第 43 回国連総会でWMO及びUNEPが共同でIPCCを設立することが採択された（23）。目的
は気候変化の程度、時期、環境及び社会経済的影響並びに現実的な戦略に関する科学的アセス
メントを国際的に調整して提供することである（para	5.）。
　この決議の冒頭には、「Malta政府が国連総会で議題conservation	of	climate	as	part	of	 the	
common	heritage	of	mankind」についての考慮を提案したことを歓迎するとある。この提案
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の概念は、深海底の鉱物源及び月に関して適応されたもので気候に適応するにふさわしくない
とされた。これに代わり以下のような文脈の中で気候変化は「人類共通の関心事（common	
concerns	of	mankind）」である」とフレーミングされた。
　決議の中で、「気候変化は人類全体に影響を及ぼし、すべての人類の重大な関心であること
を考慮するようにグローバルなフレームで向かい会うべきである。」と前書きされ、「気候変化
は地球上での人類の生命維持に不可欠であるため、人類の共通の関心事であると認識する。

（para1）」そして、「地球規模の枠組みで必要かつタイムリーな行動がとられるべきである。
（para2）」とされている。
　Cottierら（24）は共通の関心事（common	concern）について次のように述べている（p.9）。	「文
学及び協定両者の言語において共通の関心事の原意が示唆することは、共通の問題及び共通の
責任といったところを意味し、かつ、国際法の主題として単一のコミュニティー及び国家を超
えた問題であることを意味する。………問題を共通の関心事と表現することは共通の問題の、
まさに存在を認識することの同意を意味する。認識することはそれ自体問題に対して行動をす
る義務を意味することにはならない。」
　なお、共通の関心事（common	concern）はBrundtland	報告書（11）の議長の前書及びPartⅠ
のタイトルにもみられるが、そこでは特に意味が明示されているわけではない。しかし、記述
内容から環境問題は共通の関心事（common	concern）であることが汲み取れる。
　IPCCは、WMO/UENPが共同して設立することが支持され、気候変化に関する規模、タイ
ミング、環境及び社会経済影響並びに現実的な対応戦略の国際的に整合のとれたアセスメント
を提供するものとする決議がなされた（para5）。さらにIPCCには科学的知見（気候及び気候
変化、並びにその社会経済的影響）の基礎固め以外にも対応戦略や国際条約が含むべき要素な
どのレビュー・リコメンデ―ションを行うなどの性格が付与された（para10.）。IPCCは科学
のみならずと政策にも関与する科学と政治のハイブリッド機関である。
さらに、各国政府、政府間組織及び非政府機関、科学機関は、気候変化を優先課題として取り
組むことが要請された（para6.）。

4.2	気候変化に関する国際会議（1989年）	―国際政治における関心の高まり―

　IPCC設立の採択ののち、あたかもそれに呼応するかの如く、翌 1989 年には気候変化に関す
る多くの国際会議が開催され、気候変化に対する国際政治における関心は急速に高まった。
1989年開催の主要な国際会議の一部を表２に示す（25）。会議では気候変化に関する科学及び
様々な政策的・法的課題が議論され、グローバルな行動が求められた。

　表２の国際会議の中から、気候変動枠組条約成立へもつながる重要な会議として、特に、
Noordwijk会議（1989年）について触れる。
　Noordwijk会議は67 ヵ国が参加し、その多くは閣僚級である、さらに11機関が参加し参加
者総数は約400名であった。Noordwijk会議では気候変化は以下のように認識されている（26）。
　「人間活動が大気組成を大きく変え、地球の気候は社会の脅威になってきている。不確実性
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はあるにせよ次世紀には深刻な気候の変化及び不安定が起こることに科学的コンセンサスが得
られている。気候変化の問題に取り組むベースは生態系の持続可能性発展原理である（para

（1），（2），（3））」。気候変化問題に取組むことは生態系の持続的発展にもかかわることであると
フレーミングなされた。
　「気候変化は人類共通の関心事である」という、前述の第 43 回国連総会で示されたフレーミ
ングが確認されている。「すべての国が能力に応じて抑制、防止または低減すべきであり、共
同の努力あるいは行動により排出の制止あるいは削減及び吸収源増加によって、温室効果ガス
を地球の自然の能力と調和するレベルにすべき」ことが提案されている（para（7），（8））。ここ
に持続可能性発展原理の一つであるすべての国の協力が示されている。
　また持続可能発展概念に照らして世界経済の安定を確保することも重要であるとし、対処す
べき具体案が提案されている：Montreal議定書に基づくCFCsの廃止、先進国のCO2排出防止
または低減、森林伐採の低減と健全な森林管理、CO2以外の温室効果ガス及び前駆物質の低
減、再生可能エネルギー、CO2の除去及び再利用など（para（9））。環境にやさしい技術の開発
及び技術移転、環境にやさしい社会経済活動及びライフスタイルへの転換、温暖化問題対応へ
のNGOの参加、途上国への技術移転、財政支援及び能力構築なども提案されている	

（para（11），（12），（13））。
　「先進国はCO2及びMontreal議定書の対象に含まれない温室効果ガスをIPCC及び第２回世
界気候会議で考慮されるレベルまでできる限りの安定化を達成すべきことに合意し、まず第１
段階として2000 年までに達成すべきとした。Toronto会議（1988）の提案のように2000 年まで
にCO2を20%減少させる目標の達成についてフィージビリティの調査を行うことを支援する
ことが表明された（para（16））。さらに、1990年開催の世界気候会議でIPCCの暫定報告書の
レビューのために閣僚級会合を開催することの必要性を認識するとした。」
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4.3	気候変化枠組条約交渉開始に向けて	

4.3.1	第44回国連総会（1989年）

　第44回国連総会において、気候変動枠組条約交渉の開始準備に関するUNEP	監理理事会決
議15/36（1989年５月25日）	の要求を支持する次の決議がなされ（27）、条約交渉への準備が整っ
た。「UNEP事務局長はWMO事務局長と協力し、IPCCの作業結果及び第 2 回世界気候会議を
含む国際会議の結果を考慮して、気候変動枠組条約の準備を始める。交渉はIPCCの暫定報告
書が受理された時点で始め、第 45 回国連総会で決議することを進める（para10）」ことになっ
た。
　IPCCの第 1 次評価書FARのオーバービューは1990 年８月に開催された第４回IPCC会議に
おいて、採択された（para3.1.,	p.14）（28）。
	
4.3.2	第2回世界気候会議WCC-2	または	SWCC（1990年）	

　WCC-2はWMO/UNESCO/UNEP/FAO/ICSUの主催で開催され、会議は２つのパートか
ら構成された：科学/技術に関する発表と議論（120 ヵ国 747 名参加）；	閣僚級セッション

（137 ヵ国908名参加）。以下は第44回国連総会に提出された会議資料（29）に基づき述べる。

［科学/技術.に関する発表と議論］
　	IPCC	FARを含むその他のグローバルプログラムに関する議論が行われた。IPCC第一次評
価書に関しては、温室効果ガス及び気候変化に関する主要な結果に基づき、以下のように国際
的な科学的理解のコンセンサスが反映されたものと結論された。
　「人間活動に基づく温室効果ガスの排出は実質上、その大気中濃度を増加させている。これ
は自然の温室効果を高め、平均して地球表面をさらに暖める結果になっている。この会議は、
IPCCによるこの結論及び他の科学的結論は気候変化に関する科学的理解に関する国際的なコ
ンセンサスが反映されていると考える。（para1.）」
　一方、将来の気候予測の詳細には実質的に不確実性があるので、さらなる研究が必要として
優先度の高い研究を挙げている。さらに「各国は早急に気候変化のリスクを制限すべく、経済
的かつ社会的にもまた他の理由においても有益となる行動をとるべきである。諸国家は気候変
化に関する条約及び関連する法的措置について遅延なく、かつ条約は1992 年調印をめどに交
渉を始めることが望ましい（para9.）。」と条約交渉のタイムラインに関するリコメンデーショ
ンがなされている。

［WCC-2　閣僚級声明（1990	11/6,7）］　
　	WCC-2において、137 ヵ国及びヨーロッパ連合EUが参加し、閣僚宣言が行なわれ、枠組
条約に含むべき要求事項に関する声明がなされた。
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　IPCC	FARについては、「気候変化の原因と起こりうる結果並びに気候変化の防止及び適応
戦略が明らかされ、さらに、国連総会決議に照らして気候変動枠組条約に含むべき要素が明ら
かにされた」としている（para2.）。
　「気候変化は人類の共通の関心事と認識し、われわれは、国家の主権を損なうことなく、グ
ローバルな対応に活発かつ建設的な一歩を踏出すことを約束する（preamble）」。と明確に国際
的取組を行うことが約束された。
　気候変化対応のために必要な政策要素も明示された。いくつかを抜粋して以下に示す。
「世界経済の持続可能な発展を維持しながら、オゾン層破壊物質に関するモントリオール議定
書で規定されない温室効果ガスの排出を安定化する必要性があることを強調する。安定化への
寄与は各国の責任及び発展のレベルに従い衡平なる差異に基づくものとする（para11.）」。
　先進国に向けためメッセージとして、「世界の温室効果ガス排出量の1/3を占める先進国の
責任を考慮し、先進国が2000年までにその排出量を1990年レベルにまで安定化することを歓
迎する。すべての先進国はモントリオール議定書に規定されない温室効果ガスの排出量を大幅
に制限する効果を持つ目標及び/または可能な国家プログラムまたは戦略を設定するものと承
知する（para12.）」。
　気候変化に関するグローバルな枠組条約について、第45回UN総会決議ののちすぐに、気候
変動枠組条約に関する交渉を開始することを求め、リオデジャネイロで開催される国連環境と
開発に関する会議UNCED（United	Nations	Conference	on	Environment	and	Development）
で採択されることを求めた	（para28.）。

4.4	気候変動枠組条約成立		― UNFCCC交渉開始から発効まで	―

　第 45 回国連総会（1990 年 12 月）において、UNEP/WMOの下で、気候変化枠組条約FCCC
の交渉プロセスを設定することが決議された（para1）（30）。国際交渉委員会INCの第１回の開
催日程も決められた（Washington	D.C.,	1991 年２月）（para4.）。INCは1991 年２月～ 1992 年
5 月まで会合を持ち、署名のためのFCCCのテキストはINCで採択された（1992 年５月９日、
New	York）（31）。
　その約１か月後にRio	de	Janeiroで開催されたUNCED	において、154 ヵ国（＋EC）により
署名され、UNFCCCは1994年3月21日に発効した。UNFCCCのテキストは「地球の気候の変動
及びその悪影響が人類の共通の関心事である」で始まる。この文節はParis協定（2015年）の
テキスト（32）に再び現れ、人類の共通の関心事（common	concern	of	humankind）のフレーミ
ングはさらにアプローチの枠を広げ、「パーティは、気候変化に対して取組む際に、人権、健
康権、先住民族の権利、地域社会、移民、子供たち、障碍者及び弱い立場の人たち、並びに発
展の権利、ジェンダーの公平性、女性のエンパワーメント、及び世代間の公平性に関するそれ
ぞれの義務を尊重し、促進し、かつ考慮すべきである」としている。
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5.	まとめ	

　Brundlland	報告書の中で「我々が作業を進め、ナショナリズム、先進国と途上国、東西
（当時は東西冷戦の時代）という人的に作り出された２分が消えると、その場に、現れてくる
のは、この惑星及び相互に関わり合う（人々、組織、政府が今日取組んでいる）生態系と経済
の脅威に対する共通の関心事だった。」との記述がある（議長の前書）。さらに同報告書では

「地球は一つ、だが　世界は一つではない（The	Earth	is	one	but	the	world	is	not）」がある。
こうしたフレーズの中に、共通の関心事の含意を読み取れる。「地球はひとつ、だが世界は一
つではない」。これは今日の現実でもある。それ故、共通の関心事というアプローチにより世
界が一体となって、人類全体の生存に関わるようなグローバルな問題への取組みを目指すこと
が「Our	common	future」のために重要であると思われる。なお、共通の関心事はUNFCC以
後、生物多様性条約（1992 年採択）、Paris協定（2015 年）、食料及び農業のための植物遺伝資
源に関する国際条約（2001年採択）にも示されている。
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